

















The Formation and Germination Term 
of the Electronic Scooter Market 
 

















This research aims at examining the development and growth by creation of 
the venture enterprise with following the developmental process of the electric 
scooter market. 
At first, it is verified how a new market is created from the case of the 
formation of the Chinese electromotive bicycle market. Then, I survey the 
motorbike market which includes an electric scooter in Japan. From the result 
of those considerations , it was shown that both the environmental policy and 
the industrial policy became the development base of the venture enterprise to 























































資料：1997 年～2004 年は高橋（2006）、p.1、「図 2 中国における電動自転車の生産台数」、2005 年～2008
年は、渡辺（2009）p.2、「表 3 中国：鉛消費の用途別内訳」より抜粋。 
 
施されている。中国のオートバイの愛好者ネットワークである「群策网」がまと
めた 18 省 54 都市の全国バイク登録禁止・制限都市一覧表によると、このナンバ
ープレート規制の多くは 97 年～99 年に開始され、規制の内容は全面登録禁止が
26 都市でもっとも多いが、その内容は都市内での通行禁止や特別課税処置、登録
権の競売など都市の抱える問題にあわせて設定されている１。 













中国の自転車生産台数は年間 1 億 851 万台（2008 年）であり、保有台数も 4 億
































































GB17761-1999）によって規定されている。2010 年 1 月 1 日から新規格として電
動自転車の製品カテゴリーが変更され、部品、安全、品質規格は新たに
GB24155-2009 となったが、枠組みは 99 年規格が踏襲されている。 
 99 年規格は強制規格（否決規格：必ず適合していなくてはならない規格）とし
て最高速度 20km/h 以下、制動距離 4m 以下、フレームの強度の３規格があり、
重要規格（重要項目：３項目までは規格以外でも許されるもの）として車体重量
40kg 以下、ペダル駆動能力 30 分 7km 以上、モーター定格出力 240w 以下、バ
ッテリー標準電圧 48v 以下などの 19 項目、そして一般規格（一般項目：４項目
までなら規格外があってもよい）として安全性、品質規格など 13 項目から成り
立っている（高橋（2008）。 
 製品カテゴリーは 2010 年１月からは電気オートバイ（Electric Motorcycle：
电动摩托车）、電動モペット（Electric Moped：电动轻便摩托车）、電動自転車



















































生じるが、わずか 600W の電動バイクでは 300W の負荷損の変速機は採用するこ
とができなかった。負荷の少ない変速機の開発は不可欠であり、オーシャンエナ






オーシャンエナジーの MEROSⅢ（メロスⅢ）７は１充電で 80km を走行でき、
最高速度も 50km を実現した。商品ラインには、前かごと荷台をつけた業務用（新
聞配達用）の MEROS－G、通勤・通学用として 1 充電 50km、最高速度 25km
のペダル付き原動機付自転車のモペット BANBI、ホイルイン駆動方式でスタッ
ドレスやチェーンをつければ雪道や氷上の走行が可能な aico を揃えた。モペット
















オーシャンエナジーテクニカ社の第 1 期（2007 年４月から 2008 年３月）の販
売地域は九州と中・四国に限定されていたが、430台（業務用30%、個人用が70%）
を販売し、さらに第２期（2008 年 4 月～2009 年 3 月）は全国に販売網を拡張さ














295,908 台と 30 万台を割り込み、電動アシスト自転車に販売台数で抜かれている
１０。電動アシスト自転車の急増は、健康ブームやエコ意識の高まりだけでなく、
平成 20（2008）年 12 月の道路交通法の改正によって時速 10km 未満のアシスト
率（人力対モーター力の比率）が１対１から 1 対 2 に引き上げられ、通常走行時
でも従来よりも高いアシストが提供されることにより、中高年や主婦の支持を集
めたことによる１１。 
















注 1.保有台数は 自動車検査登録情報協会データと販売実績等による推定値（単位：台数）。  




た 50cc の製品形態別の構成を見ると、スクータータイプが 81.8（56.3）%であり、
次いでビジネスタイプ 14.5（10.0）%、オンロード・ツーリングタイプ 3.6（2.5）%
とスクーターが 50cc の約 80%を占めている（括弧内はすべての排気量・タイプ
別における構成比）。 
原付１種のユーザー特性をみると、男性女性ともに 50 代以上が最も多く、全
体の 48％を占めている。10～20 才代のユーザーの減少が大きく、結果として 99










出典：(社)日本自動車工業界『2007 年度 二輪車市場動向調査』、p.10、2008 年３月 
 
2.3 ２つのエコ（Eco）と消費者意識の変化 




H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20
保有台数 2,895 4,658 5,357 6,999 6,848 6,911 6,604
生産台数 1,392 3,735 1,043 3,028 330 498 466
販売台数 773 1,764 699 2,184 993 498 466
535,327 539,610 500,388 470,922 478,196 458,023 295,908






10代 20代 30代 40代 50代 無回答 平均年齢 女性比率
1999 17 15 13 17 37 0 40.9 46
2001 23 17 14 16 29 1 37.5 34
2003 15 18 18 19 30 1 39.1 34
2005 10 13 18 20 38 0 43.0 38
2007 8 11 15 18 48 0 46.4 31
H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20
保有台数 2,895 4,658 5,357 6,999 6,848 6,911 6,604
生産台数 1,392 3,7 5 1,043 3,028 3 0 498
販売台数 773 1,764 699 2,184 9 3 498
535,327 539,610 500,388 470,922 478,196 458,023 2 ,









10代 20代 30代 40代 50代 無回答 平均年齢(歳) 女性比率
1999 17 15 13 17 37 0 40.9 46
2001 23 17 16 29 1 37.5 34
2003 15 18 18 19 30 1 39.1 34
2005 10 13 18 20 38 0 43.0 38











ものとなっている。図表 5 は神奈川県横浜市に居住している場合の、1500cc の乗
用車、そしてハイブリッドのプリウス、そして電気自動車の i-MiEVとエコロン１５
の 4 車種の購入シミュレーションを行ったものである１６。i-MiEV は車両価格が
460 万円と高額になっているが、国の購入補助金が 138 万円、神奈川県の補助金
(国の補助金の 50%)が 68.5 万円、それに横浜市の補助金(定額)が 30 万円、合計
237.5 万円が使用でき、実質の購入金額は 222.4 万円に抑えられている。同様に
エコロンも車両価格は 298 万円であるが、補助金（合計 134 万円）を使用すれば、
実質的な支払額は 166 万円となる。これに 5 年間、電気自動車を使用した場合の
自動車取得税、重量税、自動車税の減税および 5 年間の燃費、メンテナンス費用
のガソリン自動車との差額は約 75 万円となり、この分を購入費用から差し引く





























図表5  EV・HVと小型乗用車との経費比較 
 


















購入価格 4,599,000 2,980,000 2,219,000
国補助金 1,380,000 680,000 100,000
神奈川県補助分 695,000 340,000 0
横浜市 300,000 300,000 0
支払額 2,224,000 1,660,000 2,119,000
5年間維持費差額 748,225 748,225 335,500
実質支払額 1,475,775 911,775 1,783,500
経費項目 EV プリウス 1,500cc小型自動車
自動車取得税 0 0 37,500 減税　EV・HV100％、1500cc50％
自動車重量税 最初3年 0 0 56,700 減税　EV・HV100％、1500cc37800×3年×50%
自動車重量税 以降2年 0 56,700 75,600
自動車税(3年間） 0 0 77,625 減税　EV100%、HV50%、1500CCなし
自動車税 5年 0 34,500 146,625
燃費 1ヶ月 720 3,125 6,250
燃費 5年間 43,200 187,500 375,000
メンテナンス 5年間 0 100,000 100,000
5年間の経費合計 43,200 378,700 791,425




原付バイク① 原付バイク② 電動バイク アシスト自転車
ホンダディオ ホンダクレア メロスⅢ PASリチウムL
価格 154,350 199,500 199,500 129,800
燃費 17,800 16,990 5,000 2,500
73km/L 76.5km/L 2km/１円 ４km/１円
メンテナンス 10,000 10,000 28,000 0
合計 182,150 226,490 232,500 132,300
差額 0 6,010 50,350 -49,850
i-MiE
購入価 4,599,000 2,980, ,
国補助 1,380,000 680,
神奈川 695,000 340,
横浜市 300 000 300, ,
支払額 2,224,000 1,660, ,
5年間維 748,225 748,
実質支 1,475,775 911, ,
経費項 EV ,
自動車 0 EV・HV1 0％、15 0 c50％
自動車 0 EV・HV1 0％、15 0 c378 0×3年×50%
自動車 0 56, ,
自動車 (3 0 , EV100%、HV50%、15 0 Cなし
自動車 5 0 3 , , 、夜間電力1 2円/km、1500CC燃費 
燃費 1ヶ月 720 3, ,
燃費 5年 43,200 187, ,
メンテナ  5 0 100, ,
5年間の 43,200 37 , ,






ホンダディオ ホンダクレア PASリチ L
購入価格(円） 154,350 199,500 199,500 129,800
17,800 16,990 5,000 2,500
73km/L 76.5km/L 2km/１円 ４km/１円
メンテナンス 10,000 10,000 28,000 0
合計 182,150 226,490 232,500 132,300







は 50 代、男性が多いのに対し、環境・実利型では男女半々、60 代が多く、40 才


















台湾のガソリンオートバイ市場は 1,394 万台とほぼわが国の 1,307 万台と同程
度の市場規模である。台湾では大気汚染の改善のために第 5 期排ガス基準を実施
したことから、オートバイの製造コストが上昇し価格差が縮小し、電動オートバ






















間で計 19.65 万台（内販 16 万台、輸出 3.75 万台）を生産、部品と完成車を合わ






















































Automotive Technology（2009,11）『日経Automotive Technology』、pp.74-77。 
群策网（2009）http://www.qcql.com/chinese/news/news015.htm （2010年1月5日）。 
 
                                                  
* 受付日：2010 年 1 月 5 日  受理日：2010 年 2 月 4 日 
１湖北省・武漢などでは２サイクル車の登録の制限、河南省落陽では４サイクル車は登録を認め
るなど、大気汚染の観点から明確に製品スペックを限定する都市もある。 




















































































                                                                                                                            
（e-Mo）が49,800元であることから、比率16%相当となる。 
 しかしみずほ総合研究所の「みずほリポート」（2009年4月2日、p.33）によると、台湾では
リーマンショック後の自動車・オートバイの販売の落ち込みに対応して、排気量150cc以下の
オートバイでは4,000台湾ドル貨物税が引き下げられ、さらに省エネ輸送機器普及のための補
助金として、電動自転車の購入者に対しては1台あたり3,000台湾ドル（08年～09年11月）、
２サイクルオートバイの廃棄に対しては、同1,500台湾ドル（08～09年）、電動オートバイの購
入者にたいしては、同1.5万台湾取り（09～12年）の補助金が支給されるように記載されてお
り、補助金額は条件の精査が必要である。 
２２ 2009年12月21日付台湾経済日報（聯合報系列の新聞社）は、「経済部は当初、四輪車より
も電動の二輪車を重点項目として予算16億5,800万元を充て、4年内に販売台数を約20万台（う
ち域内16万台）、生産高80億元超を目指す計画だった。しかし、世界各国が四輪車の発展を重
視しているのを見て、四輪車に傾斜した」とバイクからEV重視への転換を報道している。 
２３ ニッチとは、「巣（nest）と同じ語源を持つ言葉であり、生物学では生態学的地位すなわち
自分の適所という意味である」（福岡伸一（2008））。 
